
（英文名称・略称）

邦　　貨 外貨１ 外貨２
（千　円） （千ドル） （千　　　）

81,031 0
97,031 0
71,888 0

当該年度の収入 362,007千ユーロ
１位 ＥＵ 679 21.3 当該年度の支出 347,210千ユーロ
２位 日本 567 17.8 次年度への繰越 14,797千ユーロ
３位 南アフリカ 480 15.1
４位 スペイン 379 11.9
５位 韓国 260 8.2

ポストの名称 職　員　氏　名 備　　考

　邦人職員数
　うち幹部以上

　当該機関全体の職員数
　及び邦人職員が占める率

平成１９年度

（２００９年度決算）

　　当該拠出金の目的・用途等

平成２１年度
1ﾕｰﾛ =　164円

経済協力開発機構のプロジェクトに対して積極的な参加を行うため

 　拠出上位５ヶ国・地域・機関等　（２００９年のもの）

平成２０年度
1ﾕｰﾛ =　147円

　　　８．６％

レート

国際機関等の財政

経済協力開発機構 （地域開発政策委員会）

　所管官庁担当局課名

　当該機関等に対する我が国としての評価
　（合理化、機能強化のための改革が行われているか，当該機関等の政策に対する我が国の意見の反映度を含む）

（注）我が国と各国とは会計年度が異なるため、拠出率については暦年となっている。

会計検査機関名

　　　　　３人

　国連（事務局）　　　　　国連（基金・計画）　　　　　国連専門機関　　　　　その他　　　

　拠出金名：経済協力開発機構拠出金

1ﾕｰﾛ =　143円

Organisation for Economic Co-operation and Development
(Territorial Development Policy Committee)  (OECD/TDPC)

単   位
ODA率（％）

　最近３年間の我が国支払額及びＯＤＡ率

国土交通省国土計画局総務課、都市・地域整備局都市・地域政策
課、住宅局住宅生産課

 　国際機関等名

　　　　３５人

種　　　別

地域開発政策委員会に対しては、引き続き、邦人職員を送り込む予定。

金額
（千ﾕｰﾛ）

国　　　　名
拠出率（注）

（％）

仏会計検査院

 　当該機関重要ポストへの邦人職員送り込みについての具体的な計画

　　邦人職員が占めている幹部ポスト

ＯＥＣＤは広範にわたる経済社会問題を扱っており、各分野についての高い分析能力と政策提言能力を備え
た国際機関として、我が国において高い評価を受けている。ＯＥＣＤの各種報告は、我が国の政策形成に有
益な提言を含んでいる。本件拠出金は、我が国がＯＥＣＤとの関係においてイニシアティブを発揮し、ＯＥＣＤ
における我が国のプレゼンスの向上を図る上で極めて重要な戦略的拠出金である。
ＯＥＣＤでは、効率的な活動を推進するため、活動の意義が低下した委員会の統廃合、事務局の人員削減を
含めた抜本的な予算削減に着手している。

　うち　　０人


